
令和７年度市川市介護サービス事業者集団指導
～重点指導項目について～



【アンケートの提出について】

下記２種類の集団指導を受講したのち、アンケートをご提出ください。
アンケートの提出をもって、出欠確認に代えさせていただきます。
なお、集団指導資料は、市川市公式Webサイト上に掲載しております。

・重点指導項目について（本動画）
・書面形式集団指導（書面のみ）

アンケート回答先
https://logoform.jp/form/cGft/683921

※動画の掲載は、令和７年９月19日までの限定公開です。
※アンケートの提出期限は、令和７年９月26日です。

https://logoform.jp/form/cGft/683921
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Ⅰ.令和６年度介護報酬改定に係る各基準省令の
経過措置期間終了について



１.業務継続計画未策定減算
※一部の介護サービス事業所は、令和６年４月１日
から義務化

２.身体拘束廃止未実施減算
※一部の介護サービス事業所は、令和６年４月１日
から義務化

３.介護職員等処遇改善加算の加算Ⅴの廃止
４.重要事項のウェブサイトへの掲載



１.業務継続計画未策定減算

① 定期巡
回・随時対応
型訪問介護看
護

②夜間対応
型訪問介護

③ 地域密着
型通所介護

④ (介護予防)
認知症対応型
通所介護

⑤ (介護予防)
小規模多機能
型居宅介護

⑥ (介護予防)
認知症対応型
共同生活介護

⑦地域密着
型特定施設入
所者生活介護

⑧看護小規模
多機能型居宅
介護

⑨居宅介護
支援

⑩介護予防
支援

⑪第1号訪問
事業

⑫ 第1号通所
事業

１.業務継続計画未策定減
算

○ ○ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ○ ○ ○ ※１

２.身体拘束廃止未実施減
算

○ ※２ ※２ ○

３.介護職員等処遇改善加
算の加算Ⅴの廃止

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

４.重要事項のウェブサイ
トへの掲載

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※１ 感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画策定を行っている場合には、R7.3.31まで減算
の適用は猶予されていた。

※２ 短期利用型の介護給付費についても、R7.4.1から減算の適用とされた。
（（介護予防）認知症対応型共同生活介護費、地域密着型特定施設入居者生活介護費は以前から規定されている。）



業務継続計画未策定減算の要件

対象サービス 施行時期

①

地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型
居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入
居者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護、
第1号通所事業

令和６年４月
※ただし、令和７年３月31日
までの間、感染症の予防及びま
ん延の防止のための指針の整備
及び非常災害に関する具体的計
画の策定を行っている場合は、
減算しない。

②
定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、
居宅介護支援、介護予防支援、第1号訪問事業 令和７年４月

減算の施行時期

単位数
・認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護

⇒所定単位数の100分の３に相当する単位数を減算
・その他サービス（居宅介護支援、地域密着型通所介護等）

⇒所定単位数の100分の１に相当する単位数を減算



業務継続計画未策定減算の要件
運営に関する基準（業務継続計画の策定等）

１ 感染症及び災害発生時において、サービス提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で
早期の業務再開を図るための業務継続計画を策定し、当該計画に従い必要な措置を講じる

２ 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施
３ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行う

※運営指導等で不適切な運営を確認した場合、
「基準を満たさない事実が生じた時点」まで遡及して減算されます
（例：令和７年10月に居宅介護支援事業所の運営指導で、業務継続計画の未策定が判明
⇒ 令和７年４月から減算）

感染症もしくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合や、
当該業務継続計画に従い必要な措置を講じられていない場合に減算
※計画の周知、研修、訓練及び定期的な計画の見直しの実施の有無は、減算の要件ではない。

業務継続計画未策定減算の要件



２.身体拘束廃止未実施減算

① 定期巡
回・随時対応
型訪問介護看
護

②夜間対応
型訪問介護

③ 地域密着
型通所介護

④ (介護予防)
認知症対応型
通所介護

⑤ (介護予防)
小規模多機能
型居宅介護

⑥ (介護予防)
認知症対応型
共同生活介護

⑦地域密着
型特定施設入
所者生活介護

⑧看護小規模
多機能型居宅
介護

⑨居宅介護
支援

⑩介護予防
支援

⑪第1号訪問
事業

⑫ 第1号通所
事業

１.業務継続計画未策定減
算

○ ○ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ○ ○ ○ ※１

２.身体拘束廃止未実施減
算

○ ※２ ※２ ○

３.介護職員等処遇改善加
算の加算Ⅴの廃止

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

４.重要事項のウェブサイ
トへの掲載

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※１ 感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画策定を行っている場合には、R7.3.31まで減算
の適用は猶予されていた。

※２ 短期利用型の介護給付費についても、R7.4.1から減算の適用とされた。
（（介護予防）認知症対応型共同生活介護費、地域密着型特定施設入居者生活介護費は以前から規定されている。）



身体拘束廃止未実施減算の要件
運営に関する基準及び身体拘束廃止未実施減算の要件

次の基準が満たされていない場合
・身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを
得ない理由（切迫性、非代替性、一時性の３要件）を記録。
・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催し、その結果について
介護従業者に周知
・身体的拘束等の適正化のための指針を整備
・身体的拘束等の適正化のための定期的な研修

単位数
・小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、短期利用型認知症対応型共同生活介護、
短期利用型地域密着型特定施設入居者生活介護
⇒所定単位数の100分の１に相当する単位数を減算

・認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護
⇒所定単位数の100分の10に相当する単位数を減算

※運営指導等で不適切な運営を確認した場合、発見した月の翌月から減算されます
（例：令和７年10月に小規模多機能型居宅介護事業所の運営指導で事実が発覚 ⇒ 令和７年11月から減算）



３.介護職員等処遇改善加算の加算Ⅴの廃止

① 定期巡
回・随時対応
型訪問介護看
護

②夜間対応
型訪問介護

③ 地域密着
型通所介護

④ (介護予防)
認知症対応型
通所介護

⑤ (介護予防)
小規模多機能
型居宅介護

⑥ (介護予防)
認知症対応型
共同生活介護

⑦地域密着
型特定施設入
所者生活介護

⑧看護小規模
多機能型居宅
介護

⑨居宅介護
支援

⑩介護予防
支援

⑪第1号訪問
事業

⑫ 第1号通所
事業

１.業務継続計画未策定減
算

○ ○ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ○ ○ ○ ※１

２.身体拘束廃止未実施減
算

○ ※２ ※２ ○

３.介護職員等処遇改善加
算の加算Ⅴの廃止

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

４.重要事項のウェブサイ
トへの掲載

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※１ 感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画策定を行っている場合には、R7.3.31まで減算
の適用は猶予されていた。

※２ 短期利用型の介護給付費についても、R7.4.1から減算の適用とされた。
（（介護予防）認知症対応型共同生活介護費、地域密着型特定施設入居者生活介護費は以前から規定されている。）



介護職員等処遇改善加算の加算Ⅴの廃止

対象者：介護職員への配分を基本とするが、事業所内での柔軟な職種間配分が認められる。

加算の取得や上位区分の移行をご検討ください！



介護職員等処遇改善加算の参考資料のご案内

参考：厚生労働省公式webサイト

・「介護職員等処遇改善加算に関する制度概要」
https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/index.html

・「介護職員等処遇改善加算に関するＱ＆Ａ」
https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/inquiry.html



４.重要事項のウェブサイトへの掲載

① 定期巡
回・随時対応
型訪問介護看
護

②夜間対応
型訪問介護

③ 地域密着
型通所介護

④ (介護予防)
認知症対応型
通所介護

⑤ (介護予防)
小規模多機能
型居宅介護

⑥ (介護予防)
認知症対応型
共同生活介護

⑦地域密着
型特定施設入
所者生活介護

⑧看護小規模
多機能型居宅
介護

⑨居宅介護
支援

⑩介護予防
支援

⑪第1号訪問
事業

⑫ 第1号通所
事業

１.業務継続計画未策定減
算

○ ○ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ○ ○ ○ ※１

２.身体拘束廃止未実施減
算

○ ※２ ※２ ○

３.介護職員等処遇改善加
算の加算Ⅴの廃止

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

４.重要事項のウェブサイ
トへの掲載

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※１ 感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画策定を行っている場合には、R7.3.31まで減算
の適用は猶予されていた。

※２ 短期利用型の介護給付費についても、R7.4.1から減算の適用とされた。
（（介護予防）認知症対応型共同生活介護費、地域密着型特定施設入居者生活介護費は以前から規定されている。）



重要事項のウェブサイトへの掲載

介護サービス情報公表システム上で掲載をする場合は、「事業所の特色」の欄にて掲載可能

改正前
・運営規程の概要等の重要事項を事業所内に掲示

改正後
・運営規程の概要等の重要事項を事業所内に掲示 ✚ ウェブサイト（法人の
ホームページや介護サービス情報公表システム）上で掲載
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